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令 和 ５ 年 度 旭 市 一 般 会 計 補 正 予 算 

 

 令和５年度旭市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２１１,０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

３３,１３２,０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

 

 

 

 

令和６年２月２日 専決 

旭 市 長  米 本  弥 一 郎  

 



　歳　入 (単位：千円）

14. 国庫支出金 4,764,251 211,000 4,975,251

2. 国庫補助金 2,481,207 211,000 2,692,207

32,921,000 211,000 33,132,000 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　
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補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項



（単位：千円）

3. 民生費 10,946,777 211,000 11,157,777

1. 社会福祉費 3,333,303 211,000 3,544,303

32,921,000 211,000 33,132,000
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　歳　出

補　　正　　額 計款 項 補 正 前 の 額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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第 ２ 表 　繰 越 明 許 費 補 正

（追加） （単位：千円）

３． １． 物 価 高 騰 対 応 重 点 支 援 給 付 金 給 付 事 業民 生 費

事　　　業　　　名 金　　　額款

社 会 福 祉 費 211,000

項



 

 

 

令 和 ５ 年 度 旭 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ７ 号 ） に 関 す る 説 明 書  



 



（歳　入） （単位：千円）

1. 市税 7,593,512 7,593,512 22.9

2. 地方譲与税 331,000 331,000 1.0

3. 利子割交付金 3,000 3,000 0.0

4. 配当割交付金 50,000 50,000 0.1

5. 株式等譲渡所得割交付金 47,000 47,000 0.1

6. 法人事業税交付金 140,000 140,000 0.4

7. 地方消費税交付金 1,640,000 1,640,000 4.9

8. 環境性能割交付金 52,000 52,000 0.2

9. 地方特例交付金 55,000 55,000 0.2

10. 地方交付税 9,103,142 9,103,142 27.5

11. 交通安全対策特別交付金 8,000 8,000 0.0

12. 分担金及び負担金 199,446 199,446 0.6

13. 使用料及び手数料 319,435 319,435 1.0

14. 国庫支出金 4,764,251 211,000 4,975,251 15.0

15. 県支出金 2,194,418 2,194,418 6.6

16. 財産収入 186,556 186,556 0.6

17. 寄附金 185,000 185,000 0.6

18. 繰入金 883,791 883,791 2.7

19. 繰越金 1,332,030 1,332,030 4.0

20. 諸収入 951,919 951,919 2.9

21. 市債 2,881,500 2,881,500 8.7

32,921,000 211,000 33,132,000 100.0
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１.　総　　括

構  成  比（％）款 計補  正  前  の  額 補　　正　　額

歳　　  入　　  合　　  計



（歳　出） （単位：千円）

1. 議会費 222,631 222,631 0.7

2. 総務費 4,357,964 4,357,964 13.1

3. 民生費 10,946,777 211,000 11,157,777 211,000 33.7

4. 衛生費 4,316,966 4,316,966 13.0

5. 労働費 2,138 2,138 0.0

6. 農林水産業費 1,219,859 1,219,859 3.7

7. 商工費 491,771 491,771 1.5

8. 土木費 3,550,923 3,550,923 10.7

9. 消防費 1,740,131 1,740,131 5.3

10. 教育費 2,581,481 2,581,481 7.8

11. 災害復旧費 7 7 0.0

12. 公債費 3,262,242 3,262,242 9.8

13. 諸支出金 178,110 178,110 0.5

14. 予備費 50,000 50,000 0.2

32,921,000 211,000 33,132,000 211,000 100.0歳　　出　　合　　計

款 計 特　　定　　財　　源
一般財源
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構  成  比
　　（％）

国庫支出金 県支出金 その他地方債

補正前の額 補　正　額

補 正 額 の 財 源 内 訳



(款) 14.国庫支出金 (項)  2.国庫補助金 （単位：千円）

 1. 総務費国庫 1,036,255 211,000 1,247,255  1. 総務管理費 211,000  1　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 211,000

補助金 国庫補助金 　　　（給付金・定額減税分）（補助率　１０／１０）

2,481,207 211,000 2,692,207

14.国庫支出金

計

説　　                  明
区　　分 金　　額
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2.  歳　入

目 補正前の額 補　正　額 計
節



3.  歳　出

(款)　 3.民生費 (項)　 1.社会福祉費 （単位：千円）

 1. 社会福祉総務 984,860 211,000 1,195,860 国庫支出金  1. 報酬 756  1　物価高騰対応重点支援給付金給付事業 211,000

費 211,000  

 8. 旅費 18      1.報酬 756

　　　　 ・一般職報酬 756

10. 需用費 380  

     8.旅費 18

11. 役務費 875 　　　　 ・費用弁償 18

 

12. 委託料 2,618     10.需用費 380

　　　　 ・消耗品費 150

13. 使用料及び 333 　　　　 ・印刷製本費 230

賃借料  

    11.役務費 875

14. 工事請負費 20 　　　　 ・通信運搬費 620

　　　　 ・手数料 255

19. 扶助費 206,000  

    12.委託料 2,618

　　　　 ・電算業務委託料 2,618

 

    13.使用料及び賃借料 333

　　　　 ・事務機器賃借料 317

　　　　 ・システム使用料 16

 

    14.工事請負費 20

　　　　 ・解体・撤去工事 20

 

    19.扶助費 206,000

　　　　 ・物価高騰対応重点支援給付金（均等割のみ課税

　　　　 　世帯分） 165,000
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補 正 額
の

財源内訳

節

金   額区　　分
説　　   明補　正　額 計目 補正前の額



　　　　 ・物価高騰対応重点支援給付金（子育て世帯加算

　　　　　 分） 41,000

3,333,303 211,000 3,544,303 特定財源

211,000

 3.民生費

― 9 ―

計


